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実施事業の概要

1. 実施目的、実証地域

実施目的、実施地域については下記の通りです。
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【実施目的】
本実証調査の目的は、少子高齢化や若者の流出が進行する北海道厚沢部町において、二地域居住を促進するための仕
組みを構築し、持続可能な地域活性化を実現することです。

特に、「住まい」「仕事（なりわい）」「コミュニティ」の環境整備を進めることで、地域の受け入れ態勢を強化し、二地域居住
希望者が円滑に地域に溶け込める仕組みを検証します。

【実証地域】
本調査の実証地域は、北海道厚沢部町とし、地域の
特色を活かした二地域居住の推進に向けた
モデルケースを構築します。

【実施背景】
北海道厚沢部町では、少子高齢化と若者の流出が

進行し、地域の活力が低下していることが課題となっ

ています。特に、子育て世帯の定住促進と、地域へ

の長期的な関係人口の増加が求められています。そ

の対策の一環として、厚沢部町では2021年より保育

園留学を導入し、年間140組の都市部・海外の家族

が1～3週間の中期滞在を実施しています。この取り

組みは一定の成果を上げており、地域との関係構築

が進んでいます。
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実施事業の概要

2.  実証事業項目

本事業では以下の項目を実施します。
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1. 現状の資源の可視化

○ 住まい、ワーキングスペース、保育施設、公共

交通、レンタカー、地域コミュニティなどの地域

資源を整理し、課題を明確化する。

2. 窓口業務の定義と最適化

○ 二地域居住希望者向けのワンストップ窓口の

設計・整備を行い、業務フロー、体制図、タスク

分担を定義する。

3. 窓口対応の実施

○ 窓口業務を実行し、住まいや仕事、保育施設の

手配、コミュニティ参加の支援を行う。

4. DX検証と要件策定

○ 既存業務のDX化を進め、二地域居住希望者向

けのサービス提供を効率化する。

5. 効果検証と報告書作成

○ 実施内容の分析と評価を行い、今後の展開に

向けた提言を報告書としてまとめる。

成果物概要
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実施事業の概要

3. 二地域居住の推進による地域活性化
地域の資源、資産を一元管理することで、保育園留学からの二地域居住や移住者希望者にワンストップの対応を実現を目指
す。

【期待する効果】

1. 二地域居住・移住の促進

窓口整備により、希望者のスムーズ
な受け入れが可能

2. 子育て環境の向上・資源の確保
保育環境の充実により、定住意向の
ある世帯を増やす

3. 地域経済の活性化
既存の資源の可視化による空き家
改修、受入の推進

保育園留学から二地域居住の推進によるシームレスな連携
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実施事業の概要

4. 効果検証・分析：検証結果/課題一覧

検証結果実施内容項目No.

保育園留学窓口でオプションとして代替は可能。継続し

て認知向上は高める。函館空港に配置することや、レン

タカー代をそのものを抑えるために脱炭素先進地域とし

て厚沢部町内にEV車を配置するなどを計画

保育園留学の窓口でレンタカ

ーオプションを案内し、

事前の案内フローに組み込み、

利用希望者に提供した

地域のレンタカー

利用
①

保育園留学滞在中に茶話会きっかけで家族同士が仲良く

なりリピートや移住検討するケースが5-10％程度発生。
LINEグループを通じた情報提供が有効的。地域内のコミ
ュニケーションは継続して改善が必要

LINEグループを活用しながら
自治体担当者を伴走し、委託

業務を整理

二地域居住に向けた

コミュニケーション
②

家族全員で住民票を移さないケースが多く、子育て世帯

において移住ではなく、東京に住居を残す二地域居住の

型が見えた。

二地域居住者の住民票登録の

パターンを整理

住民票の二地域居住者

のパターン整理
③

用途変更に関する制約が大きく、投資負担が大きい。未

利用の公共物件のリフォームを検討する必要あり。

地域内の空き家、公営住宅の

マッチングを実施
公営住宅の制限

③-
1

地域事業者や家主の善意でリフォームが進んでいるが、

移住しないリスクが高く、契約の整備は求められる。

二地域居住/移住者のために
地域事業者がリフォームを実

施

空き家のリフォーム

リスク

③-
2
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実施事業の概要

5. 課題と今後の展開

今後の施策として主に以下の3点を推進

1. 「地域レンタカーの利用」の推進

2. 「公営住宅の制度の硬直性」の詳細化

3. 「二地域居住者の住民票のパターン」への対応検討

2.個別論点：③ 二地域居住者の住民票のパターン


